
５ 記載例 
 
  
  給与所得のみの者が居住用財産を譲渡し、その譲渡により生じた損失額を翌年以後に繰り越す場合
（新措法41の5を適用する場合） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 「分離長期譲渡所得」の金額 
 ・ 「収入金額」   30,000,000円   ・ 「必要経費」   58,000,000円 
 ・ 「所得金額」  △28,000,000円 
（必要経費の内訳） 
 ・ 取得価額     60,000,000円（土地：30,000,000円、建物：30,000,000円） 
 ・ 償却費相当額    3,240,000円   ・ 譲渡費用      1,240,000円 
（買換資産の内訳） 
 ・ 取得価額     48,000,000円（土地：26,000,000円、建物：22,000,000円） 
２ 「給与所得」の金額 
 ・ 「所得金額」    6,000,000円 

 

【記載例１】 

○市××町△△ 
１－２－３ 国税 一郎 ○○○○－ 

×××× 

×市△△町○○ 
５－５－５ 

同 左 

居住用 １３４ 居住用 １８７ 
×市○○町×× 

２－８－４ 同 左 

(株)○○不動産
平成 16   3   7 

30,000,000 30,000,000 

60,000,000 30,000,000 30,000,000 

3,240,000 3,240,000 

56,760,000 26,760,000 30,000,000 

1,240,000 1,240,000 

△28,000,000 △28,000,000 

○市××町△△ 
１－２－３ 同 左 

居住用 １２５ 居住用 ２４０ 

平成 16   3   7 

平成 16   5   1 平成 16   5   1 

平成 9   5   9 平成 9   5   9 

平成 16  10  10 平成 16  10  10 

平成 16  10  15 

48,000,000 22,000,000 26,000,000 

○市××町×× 
６－７－８ 

同 左 

(株)△△住宅販売 
××銀行 

20,020,000 

コクゼイ イチロウ 

同 左 

同 左 

《新措法41の5適用初年度》 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載に当たっての留意事項） 

申告書第三表の「税金の計算・総合課税の合計額」⑨欄は、第一表の⑨欄の金額(給与所得の金額

(6,000,000円))を下段にかっこ書きし、上段に「居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の対

象となる金額の計算書【租税特別措置法第41条の5用】」④欄の金額(△22,000,000円)を記載する。 

《第三表》 

国 税 一 郎 

確定 １６

○市××町△△１－２－３

４１ １ ５ 

３０００００００

△２８００００００

△２２００００００
(６００００００) 

長期
一般

×市△△町
○○5-5-5 58,000,000 △28,000,000 

△28,000,000 

コクゼイ イチロウ 

国税 一郎 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市××町△△
１－２－３ 国税 一郎 

コクゼイ イチロウ 

28,000,000 

28,000,000 

28,000,000 

22,000,000 

22,000,000 

22,000,000 

16 


